(別添様式１)
平成２４年度　当初予算　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：障害者福祉費
	事業名:　新法移行緊急経過措置事業費補助金
　　（障害者自立支援対策臨時特例基金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　健康福祉部　障害福祉課　自立支援担当　電話番号：058-272-1111（内2615）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：11,590千円　（前年度予算額：48,490千円）

	事業内容


	１　事業の内容


障害者自立支援法に伴う体制整備等を図るため、交付金により岐阜県障害者自立支援対策臨時特例基金を造成(平成19年3月)し、平成24年度まで特別対策事業を実施。（事業所への助成）
　■地域移行支度経費支援事業(7)
  　　入所者が地域生活へ移行する際必要な物品購入への助成
  ■グループホーム・ケアホームへの移行促進事業(11)イ 
      居室借上げに伴う初度経費への助成
　■福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所した障害者の地域移行支援事業(11)オ
　　　矯正施設退所者等の障害者支援施設又は宿泊型自立訓練事業所、ケアホーム又はグループホームにおける受け入れ支援への助成
　■医療観察法地域処遇体制強化事業(11)カ
　　　法対象者に対する適切な地域処遇体制の確保のための助成
　■精神障害者等の家族に対する支援事業(11)キ
　　　家族同士の交流経費への助成
　■職場実習・職場見学促進事業(12)ア
　　　事業者から職場実習を受入れる企業の設備整備等への助成
　■障害者一般就労・職場定着促進支援事業(12)エ

　　　一般就労した者の定着支援のための交流会開催等への助成

　■離職・再チャレンジ支援助成事業(12)オ

　　　離職者への再就職支援等実施への助成

　■自立支援協議会運営強化事業（14）オ
　　自立支援協議会の活性化を図るための研修会等の実施や、社会資源の評価・開発、
相談支援事業所の評価等を行うためのツールの導入等への助成
■移行定着支援事業(21)
　　　小規模作業所等の新体系移行後の事務処理定着への助成

	　 
２　所要経費


　■地域移行支度経費支援事業(7)　　　　　　　　　　　    600千円
　■グループホーム・ケアホームへの移行促進事業(11)イ 　　990千円
　■福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所した障害者

の地域移行支援事業(11)オ                             500千円
　■医療観察法地域処遇体制強化事業(11)カ　　         　1,000千円
　■精神障害者等の家族に対する支援事業(11)キ　　       3,000千円
　■職場実習・職場見学促進事業(12)ア　　               　300千円
　■障害者一般就労・職場定着促進支援事業(12)エ　　     　500千円
　■離職・再チャレンジ支援助成事業(12)オ　　           　400千円
■自立支援協議会運営強化事業（14）オ　　　　　　　　　 300千円
　■移行定着支援事業(21)　　　                       　4,000千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


障害者自立支援法（H18.4月一部施行・10月全面施行）は、当初から問題点が指摘されていたため、国は障害者自立支援対策臨時特例交付金を創設し、事業運営の安定化や新法による制度への移行促進等を行ってきた。
　　・平成18年12月  障害者自立支援対策臨時特例交付金の創設
　　・平成20年10月　「生活対策」に基づき国補正予算で基金の延長・積増し
　　・平成21年 4月　「経済危機対策」に基づき国補正予算で基金の積増し
    ・平成24年2月　　国4次補正予算で基金の延長・積み増し
	３　これまでの取組に対する評価


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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